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は じ め に 

最近の法人税法の理論問題は、個別問題形式だけでなく総合問題形式あるいは事
例問題形式といった応用問題形式の出題がされており、50～70問の想定問題では対
処できなくなっている。しかしながら、いずれの出題形式であってもその基本とな
るのは条文を中心とした個別理論である。 
これをふまえ、本書（平成29年分の改正を考慮したもの）においては条文を基礎

としつつ、合格答案の作成に必要不可欠な内容をテーマ別に収録している。 
まずはこの「理論マスター」で重要論点をすべて把握し、その後に、「理論ドク

ター」で応用力を養成して応用理論問題に対処できる力を養っていただきたい。 
この「理論マスター」を利用した受験生の中から多くの合格者が輩出しており、

また、多くの合格者が本書を推薦していることからも自信をもって皆さんにお勧め
することができる。 
本書を利用した受験生全員が合格の栄冠を勝ち取られんことを願ってやまない。 

ＴＡＣ税理士講座 
  
  

凡       例 
法  ················   法人税法 
令  ················   法人税法施行令 
措法  ··············   租税特別措置法 
措令  ··············   租税特別措置法施行令 
国通法  ············   国税通則法 
復興法  ············   東日本大震災からの復興のための施策を実施す

るために必要な財源の確保に関する特別措置法 
 

引   用   例 
法22③  ············   法人税法第22条第３項 
 

注   意   点 
本書は、平成29年10月施行法令によって作成されている。  
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本書を使用する際の注意点 

１ テーマについて 
法体系の確認がしやすいように、各理論問題については、テーマごとに分

けて収録し、各テーマをページの上部に表示してあります。 
また、各理論問題は、各テーマに属する枝番号（1－1等）で表示してあり

ます。法令の体系的な学習（応用理論対策等）に役立ててください。 

２ ランクについて 
各理論問題について、その科目を学習する上での重要度（ランク）を、理

論問題のタイトルの横に表示してあります。 
理論学習をする際の指針としてください。 
ランクＡ …… 学習をするにあたって非常に重要度の高い理論問題 
ランクＢ …… 学習をするにあたって比較的重要度の高い理論問題 
ランクＣ …… 学習をするにあたって比較的重要度の低い理論問題 

３ 重要度について 
各理論問題の中の各項目について、その理論問題の中での重要度を、項目

のタイトルの横に表示してあります。 
理論学習をする際の指針としてください。 
◎ …… その理論問題の中で非常に重要度の高い項目 
○ …… その理論問題の中で比較的重要度の高い項目 
△ …… その理論問題の中で比較的重要度の低い項目 

４ カッコ書きについて 
本文中のカッコ書きについては、本文との区別がしやすいように文字の大

きさを小さくして収録してあります。 
まずはカッコ書きを除いて文章を確認し、その後、カッコ書きを付け足す

形で確認をすると学習しやすくなりますので、参考にしてください。 

５ 条文番号について 
各理論問題の中の各項目について、参照して頂く条文番号を表示してあり

ますが、条文番号については暗記（解答）する必要はありません。 
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   1－1 納税義務者と課税所得等の範囲 
   

   １．納税義務者 重要度◎ 
(1) 内国法人（法４①） 

内国法人は、法人税を納める義務がある。 
ただし、公益法人等又は人格のない社団等については、収益事業を行う場合、

法人課税信託の引受けを行う場合又は退職年金業務等を行う場合に限る。 
(2) 公共法人（法４②） 

公共法人は、(1)にかかわらず、法人税を納める義務がない。 
(3) 外国法人（法４③） 

外国法人は、国内源泉所得を有するとき（人格のない社団等については、国内源
泉所得で収益事業から生ずるものを有するときに限る。）、法人課税信託の引受けを
行うとき又は退職年金業務等を行うときは、法人税を納める義務がある。 

   ２．課税所得等の範囲 重要度◎ 
(1) 内国法人（法５、７、８） 
① 内国法人に対しては、各事業年度の所得について、各事業年度の所得に対

する法人税を課する。 
② 内国法人である公益法人等又は人格のない社団等の各事業年度の所得のう

ち収益事業から生じた所得以外の所得については、①にかかわらず、各事業
年度の所得に対する法人税を課さない。 

③ 退職年金業務等を行う内国法人に対しては、①の法人税のほか、各事業年
度の退職年金等積立金について、退職年金等積立金に対する法人税を課する。 

(2) 外国法人（法９～10の２） 
① 外国法人に対しては、外国法人の区分に応じそれぞれの国内源泉所得に係

る所得について、各事業年度の所得に対する法人税を課する。 
② 外国法人（人格のない社団等に限る。）の①の所得のうち収益事業から生じ
た所得以外の所得については、①にかかわらず、各事業年度の所得に対する
法人税を課さない。 

③ 退職年金業務等を行う外国法人に対しては、①に係る法人税のほか、各事
業年度の退職年金等積立金について、退職年金等積立金に対する法人税を課
する。 
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(3) 適用停止（措法68の４） 
退職年金業務等を行う法人の一定の期間内に開始する各事業年度の退職年金

等積立金については、退職年金等積立金に対する法人税を課さない。 

   ３．用語の意義 重要度◎ 
(1) 内国法人（法２三） 

国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。 
(2) 外国法人（法２四） 

内国法人以外の法人をいう。 
(3) 人格のない社団等（法２八、法３） 

法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものをいう。 
なお、人格のない社団等は、法人とみなして法人税法の規定を適用する。 

参考 法人課税信託の引受けを行う個人（法４④） 

個人は、法人課税信託の引受けを行うときは、法人税を納める義務がある。 
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(3) 適用停止（措法68の４） 
退職年金業務等を行う法人の一定の期間内に開始する各事業年度の退職年金

等積立金については、退職年金等積立金に対する法人税を課さない。 

   ３．用語の意義 重要度◎ 
(1) 内国法人（法２三） 

国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。 
(2) 外国法人（法２四） 

内国法人以外の法人をいう。 
(3) 人格のない社団等（法２八、法３） 

法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものをいう。 
なお、人格のない社団等は、法人とみなして法人税法の規定を適用する。 

参考 法人課税信託の引受けを行う個人（法４④） 

個人は、法人課税信託の引受けを行うときは、法人税を納める義務がある。 
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   1－2 事業年度 
   

   １．事業年度の意義 重要度◎ 
(1) 会計期間の定めがある場合（法13①） 

事業年度とは、法人の財産及び損益の計算の単位となる期間（以下「会計期
間」という。）で、法令で定めるもの又は法人の定款、寄附行為、規則、規約
その他これらに準ずるもの（以下「定款等」という。）に定めるものをいう。 

(2) 会計期間の定めがない場合（法13①～④） 
① 法令又は定款等に会計期間の定めがない場合には、設立の日等以後２月以

内に納税地の所轄税務署長に届け出た会計期間をいう。 
② ①の届出をすべき法人（人格のない社団等を除く。）がその届出をしない場
合には、納税地の所轄税務署長が指定し、通知した会計期間をいう。 

③ ①の届出をすべき人格のない社団等がその届出をしない場合には、その年
の１月１日から12月31日までの期間をいう。 

(3) １年を超える会計期間の場合（法13①） 
(1)又は(2)の期間が１年を超える場合には、その期間をその開始の日以後１年

ごとに区分した各期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その１年未満の期間）
をいう。 

   ２．みなし事業年度（法14） 重要度◎ 
次の場合には、上記１.にかかわらず、それぞれの期間をその法人の事業年度

とみなす。 
(1) 内国法人が事業年度の中途において解散（合併による解散を除く。）をした場合 
① その事業年度開始の日から解散の日までの期間 
② 解散の日の翌日からその事業年度終了の日までの期間 

(2) 法人が事業年度の中途において合併により解散した場合 
その事業年度開始の日から合併の日の前日までの期間 

(3) 清算中の法人の残余財産が事業年度の中途において確定した場合 
その事業年度開始の日から残余財産の確定の日までの期間 

(4) 清算中の内国法人が事業年度の中途において継続した場合 
① その事業年度開始の日から継続の日の前日までの期間 
② 継続の日からその事業年度終了の日までの期間 
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   ３．事業年度の変更等の届出（法15） 重要度○ 
法人はその定款等に定める会計期間を変更し、又は新たに定めた場合には、遅

滞なく、その変更前及び変更後の会計期間又はその定めた会計期間を納税地の所
轄税務署長に届け出なければならない。 

参考 外国法人におけるみなし事業年度（法14） 

次の場合には、それぞれの期間をその法人の事業年度とみなす。 
(1) 恒久的施設を有しない外国法人が事業年度の中途において恒久的施設を有
することとなった場合 

 ① その事業年度開始の日からその有することとなった日の前日までの期間 
 ② その有することとなった日からその事業年度終了の日までの期間 
(2) 恒久的施設を有する外国法人が事業年度の中途において恒久的施設を有し
ないこととなった場合 

 ① その事業年度開始の日からその有しないこととなった日までの期間 
 ② その有しないこととなった日の翌日からその事業年度終了の日までの期

間 
(3) 恒久的施設を有しない外国法人が事業年度の中途において国内で新たに人
的役務の提供事業を開始し、又はその事業を廃止した場合 

 ① その事業年度開始の日からその事業の開始の日の前日又はその事業の廃
止の日までの期間 

 ② ①に掲げる日の翌日からその事業年度終了の日までの期間 
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内に納税地の所轄税務署長に届け出た会計期間をいう。 

② ①の届出をすべき法人（人格のない社団等を除く。）がその届出をしない場
合には、納税地の所轄税務署長が指定し、通知した会計期間をいう。 

③ ①の届出をすべき人格のない社団等がその届出をしない場合には、その年
の１月１日から12月31日までの期間をいう。 

(3) １年を超える会計期間の場合（法13①） 
(1)又は(2)の期間が１年を超える場合には、その期間をその開始の日以後１年

ごとに区分した各期間（最後に１年未満の期間を生じたときは、その１年未満の期間）
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   1－3 納税地 
   

   １．内国法人（法16） 重要度◎ 
本店又は主たる事務所の所在地とする。 

   ２．外国法人（法17、令16） 重要度△ 
次の外国法人の区分に応じ、それぞれの場所とする。 

(1) 恒久的施設を有する外国法人 
恒久的施設を通じて行う事業に係る事務所、事業所等の所在地（これらが２

以上の場合は主たるものの所在地） 
(2) 恒久的施設を有しない外国法人で、不動産の貸付け等の対価を受けるもの 

その対価に係る資産の所在地（資産が２以上の場合は主たるものの所在地） 
(3) (1)、(2)以外の外国法人 

その外国法人が選択した場所その他一定の場所 

   ３．指 定（法18） 重要度○ 
上記１.又は２.の納税地が法人税の納税地として不適当であると認められる場合

には、納税地の所轄国税局長等は、その法人税の納税地を指定することができる。 
この場合には、その法人に対し書面によりその旨を通知する。 

   ４．指定の取消し（法19） 重要度○ 
納税地の指定処分の取消しがあった場合においても、その取消しは、その指定

処分のあった時からその取消しの時までの間に、その取消しの対象となった納税
地でされた申告等の効力に影響を及ぼさない。 

   ５．異動の届出（法20①、令18①） 重要度○ 
法人は、納税地に異動があった場合には、遅滞なく、その異動前の納税地の所

轄税務署長にその旨を届け出なければならない。 

   ６．連結納税制度の特例（法20②、令18②） 重要度△ 
連結親法人は、連結子法人の本店等所在地に異動があった場合には、遅滞なく、

その連結親法人の納税地の所轄税務署長及びその連結子法人の異動前の本店等所
在地の所轄税務署長にその旨を届け出なければならない。 
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参考 法人課税信託の受託者である個人（法17の２） 

法人課税信託の受託者である個人のその法人課税信託に係る法人税の納税地は、
所得税法に定める場所とする。 

参考 設立等に係る届出（法148、150） 

(1) 設立した場合 
  新たに設立された内国法人である普通法人又は協同組合等は、その設立の日
以後２月以内に、納税地等を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出し
なければならない。 

(2) 収益事業を開始した場合 
  内国法人である公益法人等又は人格のない社団等は、新たに収益事業を開始
した場合には、その開始の日以後２月以内に、納税地等を記載した届出書を納
税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

(3) 普通法人等に該当することとなった場合 
  公益法人等（収益事業を行っていないものに限る。）が普通法人又は協同組合等
に該当することとなった場合には、その該当することとなった日以後２月以内
に、納税地等を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出しなければなら
ない。 
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上記１.又は２.の納税地が法人税の納税地として不適当であると認められる場合

には、納税地の所轄国税局長等は、その法人税の納税地を指定することができる。 
この場合には、その法人に対し書面によりその旨を通知する。 

   ４．指定の取消し（法19） 重要度○ 
納税地の指定処分の取消しがあった場合においても、その取消しは、その指定

処分のあった時からその取消しの時までの間に、その取消しの対象となった納税
地でされた申告等の効力に影響を及ぼさない。 

   ５．異動の届出（法20①、令18①） 重要度○ 
法人は、納税地に異動があった場合には、遅滞なく、その異動前の納税地の所

轄税務署長にその旨を届け出なければならない。 

   ６．連結納税制度の特例（法20②、令18②） 重要度△ 
連結親法人は、連結子法人の本店等所在地に異動があった場合には、遅滞なく、

その連結親法人の納税地の所轄税務署長及びその連結子法人の異動前の本店等所
在地の所轄税務署長にその旨を届け出なければならない。 
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参考 法人課税信託の受託者である個人（法17の２） 

法人課税信託の受託者である個人のその法人課税信託に係る法人税の納税地は、
所得税法に定める場所とする。 

参考 設立等に係る届出（法148、150） 

(1) 設立した場合 
  新たに設立された内国法人である普通法人又は協同組合等は、その設立の日
以後２月以内に、納税地等を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出し
なければならない。 

(2) 収益事業を開始した場合 
  内国法人である公益法人等又は人格のない社団等は、新たに収益事業を開始
した場合には、その開始の日以後２月以内に、納税地等を記載した届出書を納
税地の所轄税務署長に提出しなければならない。 

(3) 普通法人等に該当することとなった場合 
  公益法人等（収益事業を行っていないものに限る。）が普通法人又は協同組合等
に該当することとなった場合には、その該当することとなった日以後２月以内
に、納税地等を記載した届出書を納税地の所轄税務署長に提出しなければなら
ない。 
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   1－4 資本金等の額 
   

   １．資本金等の額（令８） 重要度◎ 
法人が株主等から出資を受けた金額として、(1)と(2)の金額の合計額をいう。 

(1) 資本金の額又は出資金の額 
(2) ①の金額の合計額から②の金額の合計額を減算した金額 
① 資本金等の額に加算するもの 
イ 株式の発行又は自己株式の譲渡をした場合の払込金銭の額等から増加し
た資本金の額（注）を減算した金額 
（注）設立による株式の発行は、設立時の資本金の額 

ロ 新株予約権の行使によりその行使をした者に自己株式を交付した場合の
払込金銭の額等及びその直前の新株予約権の帳簿価額の合計額からその行
使に伴う株式の発行により増加した資本金の額を減算した金額 

ハ 資本金の額を減少した場合のその減少した金額 
ニ その他一定の金額 

② 資本金等の額から減算するもの 
イ 準備金の額又は剰余金の額を減少して資本金の額を増加した場合のその
増加額 

ロ 資本の払戻し又は解散による残余財産の一部分配に係る減資資本金額 
ハ 自己株式の取得（市場購入によるもの等を除く。）により金銭等を交付した

場合の取得資本金額 
ニ 自己株式の取得（市場購入によるもの等に限る。）の対価の額 
ホ みなし配当事由によりその法人との間に完全支配関係がある他の内国法
人から金銭等の交付を受けた場合等（当該他の内国法人の残余財産の分配を受
けないことが確定した場合を含む。）のみなし配当の額及びそのみなし配当
事由に係る有価証券の譲渡対価の額とされる金額の合計額からその金銭の
額等の合計額を減算した金額に相当する金額 

ヘ その他一定の金額 
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   ２．その他の調整金額 重要度○ 
(1) 資本金等の額に加算するもの 
① 合併により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加資本金額等を
減算した金額 

② 分割型分割により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加資本金
額等を減算した金額 

③ 分社型分割により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加資本金
額等を減算した金額 

④ 適格現物出資により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加した
資本金の額を減算した金額 

⑤ 非適格現物出資により現物出資法人に交付した被現物出資法人の株式のそ
の時の価額から増加した資本金の額を減算した金額 

⑥ 株式交換により移転を受けた株式交換完全子法人の株式の取得価額から増
加資本金額等を減算した金額 

⑦ 株式移転により移転を受けた株式移転完全子法人の株式の取得価額からそ
の移転時の資本金の額等を減算した金額 

(2) 資本金等の額から減算するもの 
① 分割法人の分割型分割の直前の資本金等の額に移転純資産割合を乗じて計

算した金額 
② 現物分配法人の非適格株式分配の直前の資本金等の額に株式分配割合を乗

じて計算した金額 
③ 適格株式分配により交付した完全子法人株式の帳簿価額相当額 
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－8－ 

   1－4 資本金等の額 
   

   １．資本金等の額（令８） 重要度◎ 
法人が株主等から出資を受けた金額として、(1)と(2)の金額の合計額をいう。 

(1) 資本金の額又は出資金の額 
(2) ①の金額の合計額から②の金額の合計額を減算した金額 
① 資本金等の額に加算するもの 
イ 株式の発行又は自己株式の譲渡をした場合の払込金銭の額等から増加し
た資本金の額（注）を減算した金額 
（注）設立による株式の発行は、設立時の資本金の額 

ロ 新株予約権の行使によりその行使をした者に自己株式を交付した場合の
払込金銭の額等及びその直前の新株予約権の帳簿価額の合計額からその行
使に伴う株式の発行により増加した資本金の額を減算した金額 

ハ 資本金の額を減少した場合のその減少した金額 
ニ その他一定の金額 

② 資本金等の額から減算するもの 
イ 準備金の額又は剰余金の額を減少して資本金の額を増加した場合のその
増加額 

ロ 資本の払戻し又は解散による残余財産の一部分配に係る減資資本金額 
ハ 自己株式の取得（市場購入によるもの等を除く。）により金銭等を交付した

場合の取得資本金額 
ニ 自己株式の取得（市場購入によるもの等に限る。）の対価の額 
ホ みなし配当事由によりその法人との間に完全支配関係がある他の内国法
人から金銭等の交付を受けた場合等（当該他の内国法人の残余財産の分配を受
けないことが確定した場合を含む。）のみなし配当の額及びそのみなし配当
事由に係る有価証券の譲渡対価の額とされる金額の合計額からその金銭の
額等の合計額を減算した金額に相当する金額 

ヘ その他一定の金額 
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   ２．その他の調整金額 重要度○ 
(1) 資本金等の額に加算するもの 
① 合併により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加資本金額等を
減算した金額 

② 分割型分割により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加資本金
額等を減算した金額 

③ 分社型分割により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加資本金
額等を減算した金額 

④ 適格現物出資により移転を受けた資産及び負債の純資産価額から増加した
資本金の額を減算した金額 

⑤ 非適格現物出資により現物出資法人に交付した被現物出資法人の株式のそ
の時の価額から増加した資本金の額を減算した金額 

⑥ 株式交換により移転を受けた株式交換完全子法人の株式の取得価額から増
加資本金額等を減算した金額 

⑦ 株式移転により移転を受けた株式移転完全子法人の株式の取得価額からそ
の移転時の資本金の額等を減算した金額 

(2) 資本金等の額から減算するもの 
① 分割法人の分割型分割の直前の資本金等の額に移転純資産割合を乗じて計

算した金額 
② 現物分配法人の非適格株式分配の直前の資本金等の額に株式分配割合を乗

じて計算した金額 
③ 適格株式分配により交付した完全子法人株式の帳簿価額相当額 
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   1－5 利益積立金額 
   

   １．利益積立金額（令９） 重要度◎ 
法人の所得の金額で留保している金額として、(1)の金額の合計額から(2)の金額 

の合計額を減算した金額をいう。 
(1) 利益積立金額に加算するもの 
① イ～トまでの金額の合計額からチ～ヌの金額の合計額を減算した金額 
   （留保していない金額がある場合にはその金額を減算した金額とし、公益法人等又

は人格のない社団等にあっては収益事業から生じたものに限る。） 
イ 所得の金額（各種所得の特別控除額を含む。） 
ロ 受取配当等の益金不算入額 
ハ 外国子会社から受ける配当等の益金不算入額 
ニ 受贈益の益金不算入額 
ホ 還付金等の益金不算入額等 
ヘ 繰越欠損金等の損金算入額 
ト その他一定の金額 
チ 欠損金額 
リ 法人税及び地方法人税並びに住民税として納付することとなる金額 
ヌ 完全支配関係がある法人間の取引により譲渡損益調整資産の取得価額に
算入しない金額からその取得価額に算入する金額を減算した金額 

② 法人が有するその法人との間に完全支配関係（連結完全支配関係を除く。）
がある法人の株式等について寄附修正事由が生ずる場合のその受贈益の額に
持分割合を乗じて計算した金額からその寄附金の額に持分割合を乗じて計算
した金額を減算した金額 

③ その他一定の金額 
(2) 利益積立金額から減算するもの 
① 剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴うもの並びに分割型分割及び株式

分配を除く。）等の額として株主等に交付する金銭の額等の合計額 
② 資本の払戻し又は残余財産の一部分配による交付金銭の額等の合計額が減

資資本金額を超える場合のその超える部分の金額 
③ 自己株式の取得（市場購入によるもの等を除く。）による交付金銭の額等の
合計額が取得資本金額を超える場合のその超える部分の金額 

④ その他一定の金額 
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   ２．その他の調整金額 重要度○ 
(1) 利益積立金額に加算するもの 
① 適格合併により被合併法人から移転を受けた資産の帳簿価額から負債の帳

簿価額並びに増加した資本金等の額等を減算した金額 
② 適格分割型分割により分割法人から移転を受けた資産の帳簿価額から負債
の帳簿価額並びに増加した資本金等の額等を減算した金額 

③ 適格現物分配により現物分配法人から交付を受けた資産の帳簿価額に相当
する金額 

(2) 利益積立金額から減算するもの 
① 非適格分割型分割に係る分割法人が株主等に交付した金銭の額等から減少
する資本金等の額を減算した金額 

② 適格分割型分割により分割承継法人に移転をした資産の帳簿価額から負債
の帳簿価額及び減少する資本金等の額を減算した金額 

③ 非適格株式分配により交付した完全子法人株式等の価額から減少する資本
金等の額を減算した金額 
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   1－5 利益積立金額 
   

   １．利益積立金額（令９） 重要度◎ 
法人の所得の金額で留保している金額として、(1)の金額の合計額から(2)の金額 

の合計額を減算した金額をいう。 
(1) 利益積立金額に加算するもの 
① イ～トまでの金額の合計額からチ～ヌの金額の合計額を減算した金額 
   （留保していない金額がある場合にはその金額を減算した金額とし、公益法人等又

は人格のない社団等にあっては収益事業から生じたものに限る。） 
イ 所得の金額（各種所得の特別控除額を含む。） 
ロ 受取配当等の益金不算入額 
ハ 外国子会社から受ける配当等の益金不算入額 
ニ 受贈益の益金不算入額 
ホ 還付金等の益金不算入額等 
ヘ 繰越欠損金等の損金算入額 
ト その他一定の金額 
チ 欠損金額 
リ 法人税及び地方法人税並びに住民税として納付することとなる金額 
ヌ 完全支配関係がある法人間の取引により譲渡損益調整資産の取得価額に
算入しない金額からその取得価額に算入する金額を減算した金額 

② 法人が有するその法人との間に完全支配関係（連結完全支配関係を除く。）
がある法人の株式等について寄附修正事由が生ずる場合のその受贈益の額に
持分割合を乗じて計算した金額からその寄附金の額に持分割合を乗じて計算
した金額を減算した金額 

③ その他一定の金額 
(2) 利益積立金額から減算するもの 
① 剰余金の配当（資本剰余金の額の減少に伴うもの並びに分割型分割及び株式

分配を除く。）等の額として株主等に交付する金銭の額等の合計額 
② 資本の払戻し又は残余財産の一部分配による交付金銭の額等の合計額が減

資資本金額を超える場合のその超える部分の金額 
③ 自己株式の取得（市場購入によるもの等を除く。）による交付金銭の額等の
合計額が取得資本金額を超える場合のその超える部分の金額 

④ その他一定の金額 
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   ２．その他の調整金額 重要度○ 
(1) 利益積立金額に加算するもの 
① 適格合併により被合併法人から移転を受けた資産の帳簿価額から負債の帳

簿価額並びに増加した資本金等の額等を減算した金額 
② 適格分割型分割により分割法人から移転を受けた資産の帳簿価額から負債
の帳簿価額並びに増加した資本金等の額等を減算した金額 

③ 適格現物分配により現物分配法人から交付を受けた資産の帳簿価額に相当
する金額 

(2) 利益積立金額から減算するもの 
① 非適格分割型分割に係る分割法人が株主等に交付した金銭の額等から減少
する資本金等の額を減算した金額 

② 適格分割型分割により分割承継法人に移転をした資産の帳簿価額から負債
の帳簿価額及び減少する資本金等の額を減算した金額 

③ 非適格株式分配により交付した完全子法人株式等の価額から減少する資本
金等の額を減算した金額 
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   1－6 実質課税（所得の帰属） 
   

   １．実質所得者課税の原則（法11） 重要度◎ 
資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が単なる名義人で

あって、その収益を享受せず、その者以外の法人がその収益を享受する場合には、
その収益は、これを享受する法人に帰属するものとして、法人税法の規定を適用
する。 

   ２．信託財産に属する資産及び負債等の帰属 重要度◎ 
(1) 内 容（法12①） 

信託の受益者は、その信託の信託財産に属する資産及び負債を有するものと
みなし、かつ、その信託財産に帰せられる収益及び費用はその受益者の収益及
び費用とみなして、法人税法の規定を適用する。 

ただし、集団投資信託、退職年金等信託、特定公益信託等又は法人課税信託
の信託財産に属する資産及び負債並びにその信託財産に帰せられる収益及び費
用については、この限りでない。 

(2) 集団投資信託その他の信託（法12③） 
法人が受託者となる集団投資信託、退職年金等信託又は特定公益信託等の信

託財産に属する資産及び負債並びにその信託財産に帰せられる収益及び費用は、
その法人の各事業年度の所得の金額及び各連結事業年度の連結所得の金額の計
算上、その法人の資産及び負債並びに収益及び費用でないものとみなして、法
人税法の規定を適用する。 

(3) 法人課税信託（法４の６） 
法人課税信託の受託者は、各法人課税信託の信託資産等及び固有資産等ごと

に、それぞれ別の者とみなして、法人税法の規定を適用する。この場合、各法
人課税信託の信託資産等及び固有資産等は、そのみなされた各別の者にそれぞ
れ帰属するものとする。 
（注１）信託資産等とは、信託財産に属する資産及び負債並びにその信託財産

に帰せられる収益及び費用をいう。 
（注２）固有資産等とは、法人課税信託の信託資産等以外の資産及び負債並び

に収益及び費用をいう。 
 

テーマ|1| 総則等 ランクＢ 

  

  

出版・18（理論マスタ）法人－03／テーマ１ 
（出力日時）2017/08/07  09:07 （頁）13／20 

－13－ 

 

－13－ 

プラスα 用語の意義（法２） 

(1) 集団投資信託 
  合同運用信託、証券投資信託、特定受益証券発行信託その他一定の信託をいう。 
(2) 法人課税信託 
  次の信託（集団投資信託、退職年金等信託及び特定公益信託等を除く。）をいう。 
 ① 受益証券発行信託（特定受益証券発行信託を除く。） 
 ② 受益者が存しない信託 
 ③ 法人が委託者となる信託で一定のもの 
 ④ 特定目的信託 
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   1－7 法人課税信託 
   

   １．受託者に関する法人税法の適用（法４の６） 重要度◎ 
法人課税信託の受託者は、各法人課税信託の信託資産等及び固有資産等ごとに、

それぞれ別の者とみなして、法人税法の規定を適用する。この場合、各法人課税
信託の信託資産等及び固有資産等は、そのみなされた各別の者にそれぞれ帰属す
るものとする。 
（注１）信託資産等とは、信託財産に属する資産及び負債並びにその信託財産に

帰せられる収益及び費用をいう。 
（注２）固有資産等とは、法人課税信託の信託資産等以外の資産及び負債並びに

収益及び費用をいう。 

   ２．受託法人等に関する法人税法の適用（法４の７） 重要度◎ 
受託法人又は法人課税信託の受益者について法人税法の規定を適用する場合に

は、次に定めるところによる。 
(1) 法人課税信託に係る受託法人は、その信託された営業所が国内にある場合に
は内国法人とし、国内にない場合には外国法人とする。 

(2) 受託法人（会社でないものに限る。）は、会社とみなす。 
(3) 法人課税信託の受益権は株式等とみなし、受益者は株主等に含まれるものと
する。 

この場合、その法人課税信託の受託者である法人の株式等は、受託法人の株
式等でないものとみなし、その受託者である法人の株主等は、受託法人の株主
等でないものとする。 

(4) 受託法人は、その受託法人に係る法人課税信託の効力が生ずる日等に設立さ
れたものとする。 

(5) 法人課税信託について信託の終了があった場合等には、その受託法人の解散
があったものとする。 

(6) 法人課税信託の委託者がその有する資産の信託をした場合等には、その受託
法人に対する出資があったものとみなす。 

(7) 法人課税信託の収益の分配は資本剰余金の減少に伴わない剰余金の配当と、
元本の払戻しは資本剰余金の減少に伴う剰余金の配当とみなす。 

(8) その他一定の法人税法の適用 
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   ３．所得の金額の計算 重要度○ 
(1) 特定受益証券発行信託（法64の３①） 

特定受益証券発行信託が法人課税信託に該当することとなった場合には、そ
の該当することとなった時の直前の未分配利益の額に相当する金額は、その法
人課税信託に係る受託法人のその該当することとなった日の属する事業年度の
益金の額に算入する。 

(2) 法人課税信託に該当しないこととなった場合（法64の３②③） 
受益者が存することとなったことにより受益者が存しない法人課税信託に該

当しないこととなった場合には、その法人課税信託に係る受託法人は、その受
益者に対しその信託財産に属する資産及び負債のその該当しないこととなった
時の直前の帳簿価額による引継ぎをしたものとして、各事業年度の所得の金額
を計算する。 

この場合において、その受益者が内国法人であるときは、その内国法人は、
その資産及び負債の帳簿価額による引継ぎを受けたものとして、各事業年度の
所得の金額を計算する。 

(3) 受託者が変更された場合（法64の３④） 
法人課税信託に係る受託法人がその法人課税信託の受託者の変更によりその

法人課税信託に係る資産及び負債の移転をしたときは、その変更後の受託者に
その移転をした資産及び負債のその変更の直前の帳簿価額による引継ぎをした
ものとして、その受託法人の各事業年度の所得の金額を計算する。 

参考 その他一定の法人税法の適用（法４の７） 

(1) 信託の併合は合併とみなし、従前の法人課税信託に係る受託法人は被合併法
人に、新たな法人課税信託に係る受託法人は合併法人に含まれるものとする。 

(2) 信託の分割は分割型分割に含まれるものとし、分割により信託財産の一部を
移転する法人課税信託に係る受託法人は分割法人に、その一部の移転を受ける
法人課税信託に係る受託法人は分割承継法人に含まれるものとする。 
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   １．受託者に関する法人税法の適用（法４の６） 重要度◎ 
法人課税信託の受託者は、各法人課税信託の信託資産等及び固有資産等ごとに、

それぞれ別の者とみなして、法人税法の規定を適用する。この場合、各法人課税
信託の信託資産等及び固有資産等は、そのみなされた各別の者にそれぞれ帰属す
るものとする。 
（注１）信託資産等とは、信託財産に属する資産及び負債並びにその信託財産に

帰せられる収益及び費用をいう。 
（注２）固有資産等とは、法人課税信託の信託資産等以外の資産及び負債並びに

収益及び費用をいう。 

   ２．受託法人等に関する法人税法の適用（法４の７） 重要度◎ 
受託法人又は法人課税信託の受益者について法人税法の規定を適用する場合に

は、次に定めるところによる。 
(1) 法人課税信託に係る受託法人は、その信託された営業所が国内にある場合に
は内国法人とし、国内にない場合には外国法人とする。 

(2) 受託法人（会社でないものに限る。）は、会社とみなす。 
(3) 法人課税信託の受益権は株式等とみなし、受益者は株主等に含まれるものと
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(5) 法人課税信託について信託の終了があった場合等には、その受託法人の解散
があったものとする。 

(6) 法人課税信託の委託者がその有する資産の信託をした場合等には、その受託
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